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研究成果の概要（和文）：本研究では，望ましい国際的経済援助の在り方を，行動経済学の知見に基づき貿易理
論，国際経済学の手法を用いて理論的に解明した．具体的には，援助国・被援助国に存在する利他性，互恵性，
習慣形成や，援助効果についての認知バイアスを考慮した上で，実効性の高い国際援助はどうあるべきかを考察
するための，理論的フレームワークを提供し，効果的な経済援助について分析を行った．
具体的な研究成果として例えば，援助国や被援助国の国民が世代間で親世代の生活に憧れを持つ習慣形成が存在
する状況で，国際援助の有効性が習慣形成の強さによってどのように変化するのかについて研究成果をまとめ
た．

研究成果の概要（英文）：In this study, I theoretically examined how international economic transfer 
should be made between a donor and a recipient country using the trade theory and international 
economics based on the recent findings on behavioral economics. In particular, I considered the 
altruism, reciprocity, and habit formation of the people who live in a donor and/or recipient 
country as well as the cognitive bias on the effect of economic aids, and we investigated how we 
should make the international transfer and should increase the effectiveness of economic aid. 
As a contribution of my study, we explored a model in which the citizens of donor and/or recipient 
countries have aspiration towards parents' lifestyle, and presented a result on how the degree of 
aspiration affects the effectiveness of international transfer.

研究分野： 国際経済学

キーワード： 国際援助　トランスファー・パラドックス　所得再分配　世代重複モデル　資本蓄積

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
近年日本ではODA支出のGDP比率が他先進国と比べて低下傾向にあり，日本経済の低成長率と相俟って，効率的な
国際援助の在り方については国民にとっても大きな関心事となっている．本研究では，国際援助の効率性や国際
援助が援助国・被援助国の社会厚生に与える影響について，考察するための理論的枠組みを提示するという学術
的意義がある．それと同時に，どのような援助が有効なのかを検討することは，限られた財政支出の有機的活用
を議論する上で，社会的意義がある．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 

近年，財政赤字が拡大し続けている日本は，21 世紀に入り ODA 支出も横ばいとなり，2005
年に第 2 位の援助国であったが，2014 年には米英独仏に続く第 5 位の実績となっていた．限ら
れた財政制約下で有効な経済援助をいかに実施すべきかという課題は，日本にとって，また日本
のみならず全援助国に共通する重要課題であった．さらに近年は，中国をはじめとする新興国も
戦略的な観点から国際援助を活発化しており，経済援助は被援助国への一方的支援に留まるの
ではなく，援助国にとっても戦略的・互恵的な観点から分析することが，益々重要になっていた． 
 国際経済学や貿易理論の分野では，古くから援助の有効性について理論的考察がなされ，大量
の研究蓄積が存在する．しかしながら，援助国と被援助国間の相互依存関係を考慮し，戦略的観
点から，援助国にとって望ましい援助について分析した研究は少ない状況であった．また 1990
年代以降，必ずしも完全合理的ではない経済主体の行動を解明する行動経済学が急激に進展し，
数多くの経済分野で行動経済学の知見を取り入れた経済分析が行われてきた．対照的に国際経
済学の領域では，援助国が援助を行う動機や援助が援助国に与える効果について，行動経済学的
観点からの分析が進んでいるとは言えない状況にあった． 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は，行動経済学の知見に基づき，望ましい国際的経済援助の在り方について，経
済理論的観点から解明することにある．具体的には，援助国・被援助国に存在する利他性，互恵
性，習慣形成や，援助効果についての認知バイアスを考慮し，実効性の高い国際援助はどうある
べきかを考察するための，理論的フレームワークを提供し，効果的な経済援助を考察することを
目指している． 
 行動経済学を活かした援助政策の有効性については，開発経済学の領域で，個々の経済援助に
ついてランダム化比較試験が近年多数行われており，研究が進展している(Banerjee and Duflo 
(2011))．一方で，１．援助国がそもそもなぜ援助を行うのか，２．援助国自身の厚生が改善す
るのか，３．有効でない援助を何故止められないのか，等といった，援助国の政策決定自体に対
して，行動経済学的な知見に基づいて考察した先行研究はほとんど見られない．これらの問いは
それぞれ，経済主体の１．利他性や互恵性，２．戦略的決定，３．習慣形成や慣性，といった概
念を踏まえて理解すべき問いである．本研究は援助について，最新の行動経済学の知見に基づき， 
従来の経済理論では解明できていない上記の問いに，答えを見つけることを目的として位置付
けている． 
 
 
３．研究の方法 
 
 これまで経済援助の分析に関して多くの研究蓄積がある，貿易理論や国際経済学の経済理論
的手法をベースとして，利他性や互恵性，戦略的決定，習慣形成や慣性などに関する行動経済学
からの知見を活かしたモデル分析を行う．また習慣形成や戦略的な意思決定は，異時点間を考慮
した動学的な観点から分析する必要があるため，世代重複モデルを利用したマクロ経済学の分
析枠組みを用いて，例えば国際援助が資本形成に与える影響に関する分析を行うといった，研究
方法を用いた． 
 
 
４．研究成果 
 
 第一年目の平成 28 年度は，次の 3 つの研究成果を挙げることができた．第一に，世代重複モ
デルの下で若年層と老年層の存在する世代重複モデルを考え，[1] Hamada, Kaneko, and 
Yanagihara (2016)において，援助国の援助を若年層と老年層のどちらが負担するのが経済成長
率の観点から望ましいか，また被援助国のどの世代に分配するのが望ましいのかについて考察
を行い，最適な負担・配分比率について一定の結論を得た．第二に，[2] 金子，濱田，柳原 (2017)
では，援助の負担・分配比率や国内の所得再分配政策が，援助国の有効性にどのような影響を及
ぼすのかについて，詳細な検討とシミュレーションを行った．第四に，[3] 濱田 (2016)では，
援助国と被援助国の間に消費の外部性が存在する状況を考察し，消費の外部性が国際援助の有
効性をどう変化させるのかについて解明した． 
 第二年目の平成 29 年度は，海外学会での研究成果報告 1 件と，査読付きの国際雑誌への論文
掲載 3 本の研究成果を挙げることができた．はじめに，[4] Hamada, Shinozaki, and Yanagihara 
(2017a)は，2017 年 5 月 17 日から 20 日にかけて台湾台南市，國立成功大學にて行われた，



Regional Science Association International 主催の PRSCO 2017, 25th Pacific Conference of the 
RSAI にて，論文報告を行った．続いて，3 本の論文が査読付き雑誌に掲載された．[5] Hamada, 
Kaneko, and Yanagihara (2017)は，国際援助の有効性が社会保障制度の導入に伴いどのように影
響を受けるかについて，詳細な検討を行った．[6] Hamada, Shinozaki, and Yanagihara (2017b)
では，援助国や被援助国の国民が世代間で親世代の生活に憧れを持つ習慣形成が存在する状況
を考察した．[7] Hamada, Kaneko, and Yanagihara (2018)は，世代重複モデルの下で内生成長を
扱い，金融セクターが不完全競争している状況で，銀行部門の寡占の程度が経済成長率にもたら
す影響を考察した． 
 第三年目の平成 30 年度は，海外学会での研究成果報告 1 件と，査読付きの国際雑誌への論文
掲載 1 本，また共著の書籍 1 冊の出版を，研究成果として挙げることができた． 
はじめに，[8] Hamada, Shinozaki, and Yanagihara (2019)は，人口成長率の違いが，国際援助の
有効性に与える影響を動学的フレームワークの下で分析し，査読付き雑誌に掲載された．[9] 
2018 年 6 月 8 日に，ベトナム，フエ市で行われた PET(Public Economic Theory) 2018 におい
て，論文報告を行った．報告論文，Hamada, Ogawa, and Yanagihara (2018)では，企業の立地選
択と政府の輸出関税・補助金政策を分析し，政府のコミットメント能力の欠如に伴う政策決定タ
イミングの違いが，立地選択や政府の政策に与える影響について分析結果を報告した．[10] 
Hamada and Yanagihara (2019)は，国際経済援助をトランスファー・パラドックスと世代間配分
の観点からまとめた書籍である． 
 最終年度であった第四年目である令和元年度は，海外学会での研究成果報告 1 件と，大学紀要
論文 1 本を，研究成果として挙げることができた．はじめに，[11] 2019 年 7 月に，フランス，
ストラスブールで行われた PET(Public Economic Theory) 2018 において，論文報告を行った．
報告論文，Hamada and Ogawa (2019)では，課税競争と越境購買に関する状況を扱い，従来扱わ
れてきた 2 国モデルから 3 国モデルに議論を拡張することで，予想される均衡が存在しない 
可能性を分析し，越境購買行動に変化が生じる結果，特に大国から小国への税の移転が生じる結
果について報告を行った．[12] 濱田 (2020)は，世代重複モデルを用いて賦課方式年金とその財
源（所得税と消費税）に関する考察を行い，大学紀要にまとめたものである． 
 本来であれば本研究計画は，4 ヵ年の研究計画であったが，新型コロナ禍で国際学会での成果
報告ができなくなり，1 年延長し，5 ヵ年の研究計画となった．研究の第 2 年目に，国際学会で
の成果報告及び，査読付き論文 3 本への掲載が既に決定し，計画年度の昨年度第 3 年目も，海
外査読付き雑誌掲載，国際学会での成果報告，英文書籍の出版を実現できた．最終年度は結果的
に，海外査読付き雑誌の掲載及び，国際学会での成果報告を行うことはできなかったが，それま
での 4 年間で，研究課題について研究成果の着実な蓄積とその内外への発信が遅滞なく実現し
たものと考えている．現在，[12] 濱田 (2020)を拡張し，1 国内の年金制度についての議論を，
経済援助の存在する 2 国モデルに拡張し，認知バイアスと年金財源の分析を進めている途上で
ある． 
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